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は，バンコク都を除く 75 県，877 カ所の郡と支郡，7255 カ所のタムボン，
7 万 4944 カ所の村に行政単位が区分される（2009 年）。その農村部（村
とタムボンがある区域）に，タムボンとほぼ折り重なる形で，1995 ～ 97














これに対して農村部には，1956 年から 1972 年まで，散発的に任命議
員と選出議員の両方から構成される自治体が設けられるばかりだった。と
ころがそうした自治体も，1972 年「革命団布告 326 号」によって，統一
的な「タムボン評議会」（以下，「評議会」と略）によってとって代わられ
ることとなった。「評議会」は，農村住民に政治参加の機会を与えるとい
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その後，1980 ～ 1990 年代のタイの農村開発に関する先行研究は，農
村住民を意思決定から疎外した開発過程や，行政への無関心・非協力的態
度を常とするタイの貧農問題を頻繁に取り上げた（Chai-Anan and Mo-
rell［1981］, Turton［1987］, Hart et al. eds.［1989］, 小島［1984］ほ





が「地方統治ライン」の陥弊から制限される実態（Hart et al. eds.［1989: 
12］）や，タイ農村の伝統的価値観がコミュニティ組織化や住民参加とは










力する住民組織の萌芽は，1980 年代以降の村落開発政策や NGO も加わっ
た住民組織化の実績抜きには，定着しなかったであろう。
1995 年に「タムボン自治体法」が実施に移されると，収入の多い「評
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の自治体制度は，全人口 6500 万人に対して 75 の県自治体と 1020 の都
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環境質保全向上法（Enhancement and Conservation of National Envi-


































た県自治体が，75 県中わずか 5 カ所にとどまる問題を取り上げている。
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大規模自治体 （％） 小規模自治体 （％） 計　（N）
自治体で解決できた  346 (98.6) 1,544 (93.9) 1,890
自治体で解決できなかった           5 (1.4)        100 (6.1) 105
合計         351 (100.0)     1,644 (100.0) 1,995
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大規模自治体 （％） 小規模自治体 （％） 計 （N）
自治体で解決できた 75 (56.4) 　231 (40.3) 306
ほかの所轄組織に連絡のうえ
自治体で解決した
48 (36.1) 　279 (48.7) 327
自治体で解決できなかった          10 (7.5) 　　63 (11.0)  73





全自治体 （％） 大規模自治体 （％） 小規模自治体 （％）
自治体 275 (12.2) 73 (20.3) 202 (10.2)
カムナン ・ 村長            29  (1.3)     1 (1.1)           28 (1.3)
自治体とカムナン ・ 村長 1,930 (85.7)          246 (76.8) 1,684 (87.9)
カムナン ・ 村長でない地区
リーダー
          19 (0.8)            8 (1.8)           11 (0.6) 
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3TAO（コカー TAO とターパー TAO，サーラー TAO。4 自治体合わせて
32 カ村から構成される）と共同して，コカー廃棄物共同管理センターを










( 県知事 ・ 郡長 ) に連絡   593 (22.9)        101 (26.3) 492 (22.3)
( 工場局 ) に連絡   456 (17.6) 92 (24.0) 364 (16.5)
( 公害管理局 ) に連絡   416 (16.0) 93 (24.2) 323 (14.6)
( カムナン ・ 村長 ) に連絡   753 (28.4) 73 (19.1) 662 (30.0)
( 国会議員 ) に連絡 228 (8.8)         24 (6.3)        204 (9.2)
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ヨーン県公害処理・減少計画 2007 ～ 2011 年」を発表し，国家環境委員




2009 年 3 月，中央行政裁判所は，国家環境委員会ほか公害処理にかかわ
る国の 8 機関の不作為を認定し，同区域の公害防止管理地区指定を国に
命じた。
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数の大規模 TAO（2003 年に全 TAO の 1.1％にあたる 71 カ所）を除いた TAO を
指す。また 2007 ～ 2010 年にかけて，約 839 カ所の TAO がテーサバーン・タム
ボン（町）に昇格したが，2006 年時点の自治体サーベイ・データを扱う本稿では，























大きく影響してきた。民主化時代の 1992 ～ 2006 年には 5 年ごとの村長選挙が
導入されたが，2008 年から再び 10 年ごとの内務省監査を条件に 60 歳定年制に
戻った。カムナン（タムボンの長）は 1972 年まで村長の互選により選出された。
1972 年以降，村長のうちカムナンの立候補者から住民が直接選出するようになっ
たが，選出後は 60 歳定年制だった。民主化時代の 1992 ～ 2006 年まで村長と同
じく 5 年ずつの選挙制に転換したが，2008 年以降，再び 60 歳定年制に戻った。
（ 5 ）この時期の社会運動抑制の影響について，マーッタープット工業団地の公害問
題で長く NGO 活動をしている EARTH 代表ペンチョ―ム氏より聞きとり（2006
年の来日時および 2011 年 7 月 25 日）。
（ 6 ）自治体数は 2007 年 1 月 19 日付け内務省文書 Mo.Tho.0890.2/Wo3 より引用。
（ 7 ）2002 年の中央省庁再編にともない，科学技術環境省が改組され，天然資源環
境省が設置された。その後，県レベルの環境問題の統轄責任者として天然資源環
境県担当官（Provincial Environmental Officer: PEO）が各県に配置された（佐
藤［2008: 65-67］）。さらに「1992 年環境法」（第 37-39 条）にもとづき，地方
自治体は，PEO に自治体の環境計画書を提出し，独自の環境計画を立案して国の
予算を申請・獲得することも可能になった（佐藤［2008: 68］）。





（10）2010 年 8 月のタイ北部自治体での聞きとり，内務省での聞きとりにもとづく。
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